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 Monthly Letter  
 

キャリアアップ助成金について【更新】 

                     （北海道労働局） 

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者など、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを 

促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成する制度です（令 和 ６年 ４月 １日 改 正） 
 

助 成 内 容 助 成 額 
※ （ ）は大企業の額  

正社員化 
コース 

有期雇用労働者等を正規 
雇用労働者に転換した場合 
（1 人当たり） 

① 有期→正規：80 万円 （60 万円） 
② 無期→正規：40 万円 （30 万円） 

※ 派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者として直接雇用する場合に以下の助成額を加算 
1 人当たり 28 万 5,000 円 （大企業も同額） 

   ※ 対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合に以下の助成額を加算 
①1 人当たり 9 万 5,000 円 （大企業も同額） 
②1 人当たり 4 万 7,500 円 （大企業も同額） 

   ※ 人材開発支援助成金の特定の訓練（定額制訓練、自発的職業能力開発訓練を除く） 
修了後に正規雇用労働者へ転換した場合に以下の助成額を加算 
①1 人当たり 9 万 5,000 円 （大企業も同額） 
②1 人当たり 4 万 7,500 円 （大企業も同額） 

※ 人材開発支援助成金の特定の訓練（定額制訓練、自発的職業能力開発訓練） 
修了後に正規雇用労働者へ転換した場合に以下の助成額を加算 
①1 人当たり     11 万円 （大企業も同額） 
②1 人当たり 5 万 5,000 円 （大企業も同額） 

※ 正社員転換制度を新たに規定し、当該雇用区分に転換等した場合に以下の助成額を加算 
      １事業所当たり 20 万円 （15 万円） 
   ※ 勤務地限定・職務限定・短時間正社員制度を新たに規定した場合に以下の助成額を加算 

   1 事業所当たり 40 万円 （30 万円） 

障害者 
正社員化 

コース 

障害のある有期雇用労働者
等を正規雇用労働者等に 
転換した場合 
（1 人当たり） 

重度障害者等を 
① 有期→正規：   120 万円 （90 万円）  
② 有期→無期：    60 万円 （45 万円）  
③ 無期→正規：    60 万円 （45 万円）  
上記以外の障害者を 
④ 有期→正規：    90 万円 （67 万 5,000 円）  
⑤ 有期→無期：    45 万円 （33 万円）  
⑥ 無期→正規：    45 万円 （33 万円）  

※ 助成額が、支給対象期間における対象労働者に対する賃金の額を超える場合には、 
当該賃金の総額を上限額として支給します。 

賃金規定等
改定コース 

有期雇用労働者等の基本給の
賃金規定等を改定し、3％以上
上昇させた場合 
（1 人当たり） 

① 賃金を上昇（3％～5％未満）させた場合：5 万円 （3 万 3,000 円） 
② 賃金を上昇（5％以上）させた場合：    6 万 5,000 円 （4 万 3,000 円）   

※ 「職務評価」の手法の活用により賃金規定等を増額改定した場合に以下の助成額を加算 
     １事業所当たり 20 万円 （15 万円） 

賃金規定等
共通化 
コース 

有期雇用労働者等と正規雇
用労働者との共通の賃金規
定等を新たに規定・適用した
場合（1 事業所当たり） 

60 万円 （45 万円） 

賞与・退職
金制度導入 

コース 

有期雇用労働者等を対象に
賞与・退職金制度を導入し、
支給または積立を実施した 
場合（1 事業所当たり） 

40 万円 （30 万円）  
※ 同時に導入した場合に以下の助成額を加算 

    16 万 8,000 円 （12 万 6,000 円） 

社会保険 
適用時処遇
改善コース 

有期雇用労働者等の賃金総
額を増加、または週所定労
働時間を延長、またはその両
方を実施し、新たに社会保険
を適用した場合（1 人当たり） 

① 賃金総額を 15％以上増額させた場合：最大 50 万円 （最大 37 万 5,000 円） 
※ 6 か月ごとに 10 万円 （7 万 5,000 円） 

② 週所定労働時間を延長した場合：30 万円 （22 万 5,000 円） 
③ ①と②を併用した場合：最大 50 万円 （最大 37 万 5,000 円） 

※ 1 年目に①を実施し、2 年目に②を実施 

 
◆問い合わせ先：厚生労働省北海道労働局職業安定部職業対策課雇用開発係（雇用助成金さっぽろセンター６階） 

    TEL：011-788-9071 
◆厚生労働省ホームページ 
  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html 
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産業雇用安定助成金（産業連携人材確保等支援コース）のご案内

（北海道労働局）

景気の変動、産業構造の変化等の理由により、事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が行う、生
産性向上に資する取組等を人材確保・育成の面から効果的に促すため、当該事業主に雇用される労働者の雇
用の安定の確保と新たな人材の円滑な受け入れを支援するものです。

●主な受給要件

１　令和5年11月29日以降にものづくり補助金事務局の実施する「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（以下

　「ものづくり補助金」）」※1の事業計画書の申請を行い、当該ものづくり補助金の交付決定を受けていること。

　※1　「製品・サービス高付加価値化枠」に限る。また、事業計画書に記載する｛実施体制」の中の人材確保に関する事項を記載した場合

　　　　に限る。

２　対象労働者の雇い入れにあたって、下記の①～③の全ての条件を満たすこと。

　①雇用保険の一般被保険者または高年齢被保険者として雇い入れること。

　②期間の定めのない労働契約を締結する労働者（パートタイム労働者は除く）として雇い入れること。

　③「ものづくり補助金」の補助事業実施期間の初日から当該期間の末日までに雇い入れること。

３　対象労働者の雇い入れ日前6ヶ月から本助成金の支給申請までの期間に、雇用する労働者を解雇等していな

　いこと。

４　生産指標がものづくり補助金の事業計画書の申請日の属する月の前々々月から前月の３か月間の月平均値が、前年

　同期に比べ１０％以上減少していること。

５　対象労働者については、「ものづくり補助金」の交付決定を受けた事業に関する業務に就く者で、次の①と②に該当する

　者。

　①次のaかbのいずれかに該当する者。

　　a.専門的な知識や技術が必要となる企画・立案、指導（教育訓練等）の業務に従事する者。

　　b.部下を指揮および監督する業務に従事する者で、係長相当職以上の者。

　②1年間に350万円以上の賃金※2が支払われる者。

　※2　時間外手当および休日手当を除いた、毎月決まって支払われる基本給および諸手当に限る。また、助成金の支給

　　　については、支払われた賃金が175万円以上の支給対象期に限る。

●助成金の支給額

１　助成額

　①中小企業：250万円/人※3（125万円×2期※4）

　②中小企業以外：180万円/人※３（90万円×2期※４）

　※3　一事業主あたり5人までの支給に限る。

　※4　雇い入れから6ヶ月を支給対象期の第1期、次の6ヶ月を第2期として、6ヶ月ごとに2回に分けて支給。

２　助成対象期間

　1年間

●問い合わせ先：厚生労働省北海道労働局職業安定部職業対策課分室

　　　　　　　　　　（雇用助成金さっぽろセンター） TEL：011-788-2294

●厚生労働省ホームページ

産業雇用安定助成金（産業連携人材確保等支援コース）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinsangyourenk
eijinzaikakuhotou_00001.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinsangyourenkeijinzaikakuhotou_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinsangyourenkeijinzaikakuhotou_00001.html
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産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）のご案内

（北海道労働局）

労働者のスキルアップを在籍型出向により行うとともに、当該出向から復帰した際の賃金を出向前
と比較して上昇させた場合に、出向元に助成を行うことにより、企業の事業活動を促進し雇用機会の
増大等雇用の安定を図ることを目的とする制度です。

●主な受給要件

１　助成金の対象となる「出向」

　（１）出向期間終了後は元の事業所に戻ることを前提に、労働者（雇用保険被保険者）のスキルアップを目的と

　　する出向が対象

　（２）労働者の出向復帰後6ヶ月間の各月の賃金を、出向前賃金と比較していずれも5％以上上昇させること

２　対象となる事業主

（1）労働者のスキルアップにより企業活動を促進し雇用機会等の増大を目的として出向を実施する出向元のみ
が対象

　※独立性が認められない事業主間の出向の場合は対象となりません

●助成金の支給額

○助成率

　中小企業　　　2/3　　　　　　　中小企業以外　　　1/2

○助成額

　以下のいずれか低い額に助成率をかけた額（最長1年まで助成）

　　　イ　出向労働者の出向中の賃金のうち出向元が負担する額

　　　ロ　出向労働者の出向前の賃金の1/2の額

　　　※出向中の労働者に対する賃金は出向前に支払っていた賃金以上の額を支払う必要があります。

○上限額

　8,490円/1人1日当たり

　（1事業所1年度当たり1,000万円まで）

※上限額は雇用保険の基本手当日額の最高額（令和5年8月1日時点）。毎年8月に改正されるためご注意くだ
さい。

※上記の他にも様々な要件がありますので、下記問い合わせ先、厚生労働省ホームページ、ガイドブック等で

確認をお願いします。

●問い合わせ先：厚生労働省北海道労働局職業安定部職業対策課分室

　　　　　　　　　　（雇用助成金さっぽろセンター） TEL：011-788-2294

●厚生労働省ホームページ

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805_00012.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805_00012.html
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雇用調整助成金について 

（北海道労働局） 
 

雇用調整助成金は、景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主が、一時的に休業等（休業及び教育訓練）又は出向を行い労働者の雇用の維持を図った

場合に、休業手当、賃金などの一部を助成するものです。 
 

●新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置、経過措置の終了について                                                              

新型コロナウィルス感染症の影響に伴い、事業活動が急激に縮小する事業所が生じ、地域経済への影響が見込まれたことか

ら、厚生労働省では、新型コロナウィルス感染症に伴う経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされ、雇用調整を行わざ

るを得ない事業主に対して、令和 4 年 11 月 30 日まで特例措置を、令和 4 年 12 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日まで経過

措置を講じておりましたが終了し、通常制度へ移行しています。なお、緊急雇用安定助成金については令和 5 年 3 月 31 日を

もって終了しております。 

●主な支給要件 

 イ 最近 3 か月の生産量、売上高などの生産指標が前年同期と比べて 10％以上減少していること。 

 ロ 雇用保険被保険者及び受け入れている派遣労働者数の最近 3 か月の月平均値の雇用指標が前年同期と比べ、一定規

模以上増加していないこと。 

 ハ 実施する休業等および出向が労使協定に基づくものであること。（計画届とともに協定書の提出が必要） 

 二 過去に雇用調整助成金の支給を受けたことがある事業主が新たに対象期間を設定する場合、直前の対象期間の満了の

日の翌日から起算して 1 年を超えていること。 

●受給手続 

 イ 事業主が指定した 1 年間の対象期間について、実際に休業を行う判定基礎期間ごとに事前に計画届を提出することが必

要。 

ロ 計画届の提出後、対象期間内の各「支給対象期間」ごとに、当該支給対象期間の末日の翌日から 2 か月以内に、支給申

請書を提出することが必要。 

●支給額 

  ※対象労働者 1 人 1 日あたり 8,490 円が上限です。（令和 5 年 8 月 1 日現在） 

●問い合わせ先：厚生労働省北海道労働局職業安定部職業対策課分室                                   
（雇用助成金さっぽろセンター）   TEL：011-788-2294 

●厚生労働省ホームページ 
雇用調整助成金 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_20200515.html 

 

助成内容と受給できる金額 中小企業 中小企業以外 

休業を実施した場合の休業手当または教育訓練を実施した場合の

賃金相当額、出向を行った場合の出向元事業主の負担額に対す

る助成率（※） 

2/3 1/2 

教育訓練を実施したときの加算額（支給対象者 1 人 1 日あたり） 1,200 円 
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高年齢労働者処遇改善促進助成金について 

（北海道労働局） 

雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保を推進する観点から、６０歳から６４歳までの高年齢労働者

の処遇の改善に向けて、就業規則や労働協約の定めるところにより、高年齢労働者に適用される賃金に 

関する規定または賃金テーブルの増額改定に取り組む事業主に対して助成する制度です。 

 

◆主な支給要件 

・すべての算定対象労働者の１時間当たりの毎月決まって支払われる賃金と、６０歳時点の１時間当たりの毎月決まっ

て支払われる賃金を比較して、７５％以上増額していること。 

・賃金規定等を増額改定後６ヶ月間の賃金額で算定した対象労働者の高年齢雇用継続基本給付金の受給総額（A）

が増額改定前６ヶ月間の受給総額（B）と比較して減少していること。 

・支給申請日において増額改定後の賃金規定等を継続して運用していること。 

 

◆算定対象労働者 

・申請事業所において高年齢雇用継続基本給付金を受給している者 

・支給申請日において、継続して支給対象事業主に雇用されている者 

 

◆支給額 

  上記（B）から（A）を引いた額に、２／３（中小企業以外は１／２）を乗じた額 

 

◆支給申請回数 

 最大４回（６ヶ月×４回） 

 

◆問い合わせ先 

・厚生労働省北海道労働局職業安定部職業対策課雇用開発係（雇用助成金さっぽろセンター６階） 

  TEL:011-788-9132 

・厚生労働省ホームページ 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00039.html 

 

 



【4】-6-1 

 Monthly Letter

人材開発支援助成金のご案内(令和5年度)

（北海道労働局）

１ 助成メニュー

人材開発支援助成金は、事業主等が雇用する労働者に対して、その職務に関連した専門的な知識及び技能の習得を
させるための職業訓練等を計画に沿って実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度。

支給対象となる訓練等 助成対象 対象労働者

① 人材育成支援コース（R5年度創設）

10時間以上のOFF-JT、新卒者等のために実施するOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練、有期契約
労働者等の正社員転換を目的として実施するOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練について助成

・事業主
・事業主団体等

雇用保険被保険者

② 教育訓練休暇等付与コース

有給教育訓練休暇制度を導入し、労働者がその休暇を取得して訓練を受けた場合に助成
※令和４年度から令和８年度までは、本コースで「長期教育訓練休暇制度」及び「教育訓練短時間勤務制度」は適用せず、

③の人への投資促進コースで実施
事業主 雇用保険被保険者

③ 人への投資促進コース
・高度デジタル人材訓練／成長分野等人材訓練

高度デジタル人材の育成のための訓練や大学院での訓練について助成

事業主 雇用保険被保険者

・情報技術分野認定実習併用職業訓練
IT分野未経験者の即戦力化のためのOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練について助成

・定額制訓練
サブスクリプション型の研修サービスによる訓練について助成

・自発的職業能力開発訓練
労働者が自発的に受講した訓練費用を負担する事業主に対して助成

・長期教育訓練休暇等制度
長期教育訓練休暇制度や教育訓練短時間勤務等制度を導入し、労働者がその休暇を取得して
訓練を受けた場合に助成

④ 事業展開等リスキリング支援コース

事業展開等に伴い新たな分野で必要となる知識や技能を習得させるための訓練を実施した場合に
助成 事業主 雇用保険被保険者

２ 助成額・助成率 （ ）内は中小企業以外の助成額・助成率

支給対象となる訓練等

賃金助成額

（1人1時間当たり）
経費助成率 OJT実施助成額

（1人1コース当たり）

賃金要件等を

満たす場合※６

賃金要件等を

満たす場合※６

賃金要件等を

満たす場合※６

①
人
材
育
成
支
援
コ
ー
ス

人材育成訓練 OFF-JT 760円
（380円）

960円
(480円)

45％（30%）※１

60％※２

70％※３

60％（45%）※１

75％※２

100％※３
－ －

認定実習併用職業訓練
OFF-JT 760円

（380円）
960円

(480円) 45％（30％） 60％（45％） － －

OJT － － － － 20万円
（11万円）

25万円
（14万円）

有期実習型訓練
OFF-JT 760円

（380円）
960円

(480円)
60％※２

70％※３
75％※２

100％※３ － －

OJT － － － － 10万円
（９万円）

13万円
（12万円）

② 教育訓練休暇等付与コース － － 30万円 36万円 － －

③
人
へ
の
投
資
促
進
コ
ー
ス

高度デジタル人材訓練 OFF-JT 960円
（480円） － 75％（60％） － － －

成長分野等人材訓練 OFF-JT 960円※４ － 75％ － － －

情報技術分野認定実習併用
職業訓練

OFF-JT 760円
（380円）

960円
（480円） 60％（45％） 75％（60％） － －

OJT － － － － 20万円
（11万円）

25万円
（14万円）

定額制訓練 OFF-JT － － 60％（45％） 75％（60％） － －
自発的職業能力開発訓練 OFF-JT － － 45％ 60％ － －
長期教育訓練休暇制度 6,000円※５ 7,200円※５ 20万円 24万円 － －
教育訓練短時間勤務等制度 － － 20万円 24万円 － －

④ 事業展開等リスキリング支援
コース OFF-JT 960円

（480円） － 75％（60％） － － －

※１ 正規雇用労働者等へ訓練を実施した場合の助成率。 ※２ 非正規雇用を維持した場合の助成率。 ※３ 正社員化した場合の助成率。
※４ 国内の大学院を利用した場合に助成。 ※５ 有給休暇の場合のみ助成。１人１日当たりの助成額。
※６ 訓練修了後に行う訓練受講者に係る賃金改定前後の賃金を比較して５％以上上昇している場合、又は、資格等手当の支払を就業規則等に規定した上で、訓練修了後に訓練受講者に対して

当該手当を支払い、かつ、当該手当の支払い前後の賃金を比較して３％以上上昇している場合に、助成率等を加算。
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●人材開発支援助成金の詳細については厚生労働省の HP をご覧いただくか、下記にお問い合わせください。 
厚生労働省ホームページ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html 

【問い合わせ先】  
厚生労働省北海道労働局職業安定部職業対策課雇用開発係 
雇用助成金さっぽろセンター６階  TEL��011-788-9070 

人材開発支援助成金：「事業展開等リスキリング支援コース」の創設 

人材開発支援助成金「事業展開等リスキリング支援コース」は、企業の持続的発展のため、新製品の製造や新サービ

スの提供等により新たな分野に展開する、または、デジタル・グリーンといった成長分野の技術を取り入れ業務の効率

化等を図るため、 

①既存事業にとらわれず、新規事業の立ち上げ等の事業展開に伴う人材育成 

②業務の効率化や脱炭素化などに取り組むため、デジタル・グリーンに対応した人材の育成 

に取り組む事業主を対象に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を高助成率により支援する制度です。 

① 助成率・助成限度額 

② 受講者１人あたりの経費助成限度額 

 助成率・助成額                         

  支給対象訓練                       

① 助成対象とならない時間を除いた訓練時間数が 10 時間以上であること 

② OFF-JT（企業の事業活動と区別して行われる訓練）であること 

③ 職務に関連した訓練であって以下のいずれかに該当する訓練であること 

 
ⅰ 企業において事業展開を行うにあたり、新たな分野で必要となる 

  専門的な知識及び技能の習得をさせるための訓練 

ⅱ 事業展開は行わないが、事業主において企業内のデジタル・デジタル 

  トランスフォーメーション化やグリーン・カーボンニュートラル化を 

  進めるにあたり、これに関連する業務に従事させる上で必要となる専 

  門的な知識及び技能の習得をさせるための訓練 
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人材確保等支援助成金について 

（北海道労働局） 

人材の確保・定着を目的とし、魅力ある職場作りのために労働環境の向上等を図る事業主や事業協同組合

等に対して助成する制度です（令和４年４月１日改正）。 

 

 

 

 

 

● 令和４年３月３１日までに整備計画を提出された事業主は、令和４年４月１日以降にも雇用管理
制度、人事評価制度等の導入及び支給申請を行うことができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

◆問い合わせ先 
厚生労働省北海道労働局職業安定部職業対策課雇用開発係（雇用助成金さっぽろセンター６階） 
TEL��011-788-9132 
 

◆厚生労働省ホームページ 
・雇用管理助成コース、介護福祉機器助成コース、中小企業団体助成コース、人事評価改善等助成コース 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07843.html 

・外国人就労環境整備助成コース 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/gaikokujin.html 

人材確保等支援助成金の「雇用管理制度助成コース」及び「人事評価改善等助成
コース」は、令和４年４月１日より整備計画の新規受付を休止しています。 

（コースを廃止するものではなく、来年度以降再開予定です。ただし、受付の再開時期は現時点では未定です。） 
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人材確保と経営力強化に取り組む企業を応援します 

【北海道ビジネスサポート・ハローワーク】のご案内について【更新】 

（北海道） 
北海道ビジネスサポート・ハローワークは、人材の確保・育成や、生産性の向上、経営力の強化などの課題

に対応しようとする中小企業の皆様、および新規に創業をお考えの皆様へのサービスを、ワンストップで提供
する北海道と北海道労働局が共同で運営する施設です。 

ぜひお気軽にご相談ください。 

◆サービス内容 

・企業の在職者訓練に係る案内・相談、求人コンサルティング 

・助成金に関する案内相談、助成金セミナーの開催 

・経営相談（同一フロアの北海道中小企業総合支援センターの専門家等が対応） 

 

◆４～５月の事業所向けセミナーの予定はありません。 

 

◆センター概要 

開庁時間：月曜日～金曜日 9：30～17：00（土日祝日及び 12/29～1/3 はお休み） 

所在地：札幌市中央区北 1 条西 2 丁目 2 

      北海道経済センタービル 9F （北海道中小企業総合支援センターと同一フロアです） 

TEL：011-200-1622 FAX：011-281-2351 利用料：無料  
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北海道就業支援センターにおける企業向け支援メニューについて 
（北海道） 

北海道就業支援センター（ジョブカフェ・ジョブサロン北海道、マザーズ・キャリアカフェ）では、人材確保や

職場定着などにお悩みの企業に対し、訪問による個別相談や企業内キャリアコンサルティングを行っており

ます。 

そのほか、企業の皆さまにご参加いただき実施する求職者向け支援メニューも下記のとおりございますの

で、ぜひご活用ください。 

◆企業向け支援メニュー 

メニュー名 実施内容 実施地域 実施時期 

企業個別相談 

（訪問支援） 

人手不足・職場定着に関する課題を有する企業を訪問し、個別相

談を行います。 
道内 通年 

企業内キャリア 

コンサルティング 

社員のキャリア形成支援を実施する中小企業に対し、当該企業の社

員を対象とするキャリアコンサルティングを実施いたします。 
道内 通年 

 

◆求職者向け支援メニュー ※企業関係分のみ抜粋 

メニュー名 実施内容 実施地域 実施時期 

職業体験 

（インターンシップ） 
求職者を職業体験へ誘導するとともに、受入企業開拓を行います。 道内 通年 

企業見学会・ 

交流会 

人手不足産業等の理解促進のため、企業見学会及び交流会を実

施いたします。（１日の中で両方開催） 

札幌 

地方 5 拠点 
随時 

 

◆問い合わせ先 
北海道就業支援センター（ジョブカフェ・ジョブサロン北海道、マザーズ・キャリアカフェ） 

TEL：011-209-4510 （月～金 10:30～19:00、土 10:00～17:00） ※日曜・祝日、年末年始除く。 

    ＵＲＬ： https://www.jobcafe-h.jp/ 
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「働き方改革関連特別相談窓口」のご案内 

（北海道） 
道では、働き方改革に関する地域の中小企業者等の相談対応の強化を図るため、本庁及び（総合）振興

局に相談窓口を設置し、国（北海道労働局）と連携した専門家による相談・助言等を行います。 

◆支援内容 

１ 名称等 

 〔名称〕 「働き方改革関連特別相談窓口」 

 〔設置場所（１６ヶ所）〕 

  ・経済部労働政策局雇用労政課働き方改革推進室内 

  ・各（総合）振興局産業振興部商工労働観光課内 

  ・後志総合振興局産業振興部商工労働観光課小樽商工労働事務所内 

２ 業 務 

  上記振興局等の窓口において、職員が日常的に相談に対応するほか、定期的(月１回程度)に巡回

相談日を設けて、専門家による相談対応を行います。 

  巡回相談の他、会社または自宅からオンラインによる相談も可能です。 

  なお、専門家は、北海道労働局が設置する「北海道働き方改革推進支援センター」から派遣して

いただきます。 

◆働き方改革特別相談窓口設置箇所及び連絡先 

名 称 所 在 地 電 話 番 号 

空知総合振興局商工労働観光課 068-8558 岩見沢市８条西５丁目 0126-20-0061 

石狩振興局商工労働観光課 060-8558 札幌市中央区北３条西７丁目 011-204-5827 

後志総合振興局商工労働観光課 044-8588 虻田郡倶知安町北１条東２丁目 0136-23-1362 

後志総合振興局小樽商工労働事務所 047-0033 小樽市富岡１丁目１４番１３号 0134-22-5525 

胆振総合振興局商工労働観光課 
051-8558 室蘭市海岸町１丁目４番１号 

むろらん広域センタービル 
0143-24-9588 

日高振興局商工労働観光課 057-8558 浦河郡浦河町栄丘東通５６号 0146-22-9281 

渡島総合振興局商工労働観光課 041-8558 函館市美原４丁目６番１６号 0138-47-9457 

檜山振興局商工労働観光課 043-8558 檜山郡江差町字陣屋町３３６－３ 0139-52-6643 

上川総合振興局商工労働観光課 079-8610 旭川市永山６条１９丁目１番１号 0166-46-5938 

留萌振興局商工労働観光課 077-8585 留萌市住之江町２丁目１番２号 0164-42-8440 

宗谷総合振興局商工労働観光課 097-8558 稚内市末広４丁目２番２７号 0162-33-2528 

オホーツク総合振興局商工労働観光課 093-8585 網走市北７条西３丁目 0152-41-0635 

十勝総合振興局商工労働観光課 080-8588 帯広市東３条南３丁目１番地 0155-26-9044 

釧路総合振興局商工労働観光課 085-8588 釧路市浦見２丁目２番５４号 0154-43-9183 

根室振興局商工労働観光課 087-8588 根室市常磐町３丁目２８番地 0153-23-6829 

道庁雇用労政課働き方改革推進室 060-8588 札幌市中央区北 3 条西 6 丁目 011-204-5354 

◆問い合わせ先 
北海道経済部労働政策局雇用労政課働き方改革推進室（Tel：011-204-5354） 
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【道雇用労政課HP】 
　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/rkr/chikaikin.html

地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）
地域活性化雇用創造プロジェクトに係る特例支給のご案内

（北海道）

地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）は、国の指定する雇用情勢の厳しい地域等（同意雇用開発促進地域等）で雇用保険
の適用事業所を設置・整備し、それに伴い道内に居住する求職者を一定条件で雇い入れた事業主に対し、設置・整備に要した
費用と増加した人数に応じて、国が一定の金額を助成する制度です。

令和5年度に北海道が実施する地域活性化雇用創造プロジェクト事業（以下、「地プロ事業」。）に参加する事業主が、所
要の条件を満たした場合、国が指定する同意雇用開発促進地域等に限らず、地プロ実施地域として、この助成金の特例支給
（基本支給+上乗せ支給）の対象となることができます。

●基本支給��地域雇用開発助成金(  地域雇用開発コース ) [ 厚生労働省北海道労働局、ハローワーク ]

助 成 額
設備・整備に要した費用及び対象労働者の雇い入れ人数に応じて、支給申請ごとに最大３回支給。

3～ 4人 5 ～ 9人 10 ～19人 20人以上

   300万円以上1,000万円未満 50万円 80万円 150万円 300万円

1,000万円以上3,000万円未満 60万円 100万円 200万円 400万円

3,000万円以上5,000万円未満 90万円 150万円 300万円 600万円

5,000万円以上 120万円 200万円 400万円 800万円

設置・整備に要した費用
対　象　労　働　者　の　数

※本計画の作成に当たっては、北海道労働局の指導を受ける必要がありますので、最寄りのハローワークへ必ずご相談ください。

受給手続きなどの詳細は、こちらへお問い合わせください。

雇用助成金さっぽろセンター（北海道労働局）、最寄りのハローワーク（公共職業安定所）へ

●対象地域

地プロ業種
上乗せ支給

(例)50万円/人×3人
＝150万円
基本支給額（最大3回）に加え、
初回のみ上乗せ支給を受けられま
す
※特例支給は、対象となる業種等の条件が
あります。
※１事業所あたり２０人が上乗せ支給の上
限人数

地域活性化雇用創造プロ

ジェクト事業に参加すると

道内全域に拡大
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労働相談窓口のご案内 

（北海道）                                                                        
道では、労働相談ホットライン及び中小企業労働相談所において、労働問題でお困りの皆様からの相談を

お受けしております。お気軽にご相談ください。 

◆ 労働相談ホットライン 
労働問題の専門家である社会保険労務士が、労働条件やその他、様々な労働問題でお困りの方からの相
談に電話（フリーダイヤル）で対応しています。なお、相談は無料です。 
■フリーダイヤル ０１２０－８１－６１０５ 
■相談受付   ＜月曜日～金曜日＞ １７：００～２０：００ 

＜土曜日＞       １３：００～１６：００ 
※祝日、５月１日～７日、８月１１日～１５日、１２月２９日～１月８日を除く 

○ 労働相談ホットラインでは、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業主の方や労働者の方の 
相談にも応じております。 

◆ 中小企業労働相談所 
   各（総合）振興局でも相談を受け付けています。 

 

名 称 所 在 地 電 話 番 号 

空知総合振興局商工労働観光課 068-8558 岩見沢市８条西５丁目 0126-20-0061 

石狩振興局商工労働観光課 060-8558 札幌市中央区北３条西７丁目 011-204-5827 

後志総合振興局商工労働観光課 044-8588 虻田郡倶知安町北１条東２丁目 0136-23-1362 

後志総合振興局小樽商工労働事務所 047-0033 小樽市富岡１丁目１４番１３号 0134-22-5525 

胆振総合振興局商工労働観光課 
051-8558 室蘭市海岸町１丁目４番１号 

むろらん広域センタービル 
0143-24-9588 

日高振興局商工労働観光課 057-8558 浦河郡浦河町栄丘東通５６号 0146-22-928１ 

渡島総合振興局商工労働観光課 041-8558 函館市美原４丁目６番１６号 0138-47-9457 

檜山振興局商工労働観光課 043-8558 檜山郡江差町字陣屋町３３６－３ 0139-52-6643 

上川総合振興局商工労働観光課 079-8610 旭川市永山６条１９丁目１番１号 0166-46-5938 

留萌振興局商工労働観光課 077-8585 留萌市住之江町２丁目１番２号 0164-42-8440 

宗谷総合振興局商工労働観光課 097-8558 稚内市末広４丁目２番２７号 0162-33-2528 

オホーツク総合振興局商工労働観光課 093-8585 網走市北７条西３丁目 0152-41-0635 

十勝総合振興局商工労働観光課 080-8588 帯広市東３条南３丁目１番地 0155-26-9044 

釧路総合振興局商工労働観光課 085-8588 釧路市浦見２丁目２番５４号 0154-43-9183 

根室振興局商工労働観光課 087-8588 根室市常磐町３丁目２８番地 0153-23-6829 

■相談受付 ＜月曜日～金曜日＞ ９：００～１７：３０ （祝日、１２月２９日～１月３日を除く） 

■下記ホームページにも掲載しています。 

【ＵＲＬ】httpｓ://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/rkr/rsf/soudan/soudansaki/zennpann.htmｌ     
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北海道短期おしごと情報サイト 
（北海道） 

新型コロナウイルス感染症の影響により、観光客の激減で事業の継続や従業員の雇用維持に苦慮して
いる観光関連の産業がある一方で、「日本の食」を支えている北海道の基幹産業の農業などでは、これか

ら農繁期を迎えるに当たり深刻な人材不足に直面しています。 

このため、道では「北海道短期おしごと情報サイト」を立ち上げ、人材を必要としている企業等の求人 
情報を提供し、一時帰休などの状況にあって短期的に働きたい希望を持つ方々やアルバイト先が無くなり

困っている学生の方などを繋げることにより、生産維持・事業継続をサポートします。 

◆北海道短期おしごと情報サイト 

httpｓ://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/jzi/oshigoto.htmｌ 

◆開設 

令和 2 年 4 月 23 日 

◆活用イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【雇用維持・社会貢献されたい場合】 

 ・一時帰休され、副業を許可している場合は、従業員の皆様への周知をお願いいたします。 

 （休業手当を支払った従業員が副業で収入を得た場合も、休業手当に係る雇用調整金は受給可能です） 

 ・企業同士で出向契約を結んだ場合も、雇用調整助成金の支給対象となる場合があります。 

【人材が不足している場合】 

 ・求人情報を、サイトの入力フォームから登録ください。 

【共通】 
・雇用にあたっては、新型コロナウイルス感染予防に十分にご配慮願います。 
 
◆問い合わせ先 

北海道経済部労働政策局産業人材課人材確保支援係  (ＴＥＬ：011-251-3896) 
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【ＵＩＪターン新規就業支援事業】 
道のマッチングサイトに掲載する移住支援金対象法人登録のご案内 

（北海道） 

「ＵＩＪターン新規就業支援事業」は、東京圏から移住支援金実施市町村（※）に移住して北海道が 
開設するマッチングサイトに掲載された求人広告に移住（予定）者が応募し就職した場合等に、移住者
に最大1００万円を支給する制度です。 

マッチングサイトに掲載する求人広告は一部の大手民間求人サイトにも無料で掲載されます。 
是非ご活用ください。 
（※令和５年度では道内１３２市町村が実施しています。） 
 

◆移住支援金の概要（実施市町村など、詳細は北海道ホームページをご確認ください） 

 
 
 

 

 

 

◆法人等の登録要件（詳細は北海道のホームページの実施要領をご確認ください） 

・  
・  

・  
・  
・  

 
◆法人等登録の受付 

 

 

◆問い合わせ先 

北海道経済部労働政策局産業人材課人材確保支援係 (ＴＥＬ��011-251-3896)

 

 

・まずは登録マニュアルで登録要件をご確認ください。     

 （URL）https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/jzi/ui-turn/houjinmanual.html 

・提出はメール(様式:Excel)にて受け付けます(提出先アドレス⇒登録マニュアル参照)。      

 メール提出が難しい場合はご相談ください。 

 提出先メールアドレス：jinzai.yuti@pref.hokkaido.lg.jp 

（登録マニュアル） 

 

○東京23区から実施市町村に移住し、道のマッチングサイトに掲載している法人に新規就業した
方に移住先の市町村から支給されます 

○移住支援金は単身��最大６０万円、世帯��最大１００万円です。 
※18 歳未満の世帯員を帯同して移住した場合、18 歳未満の者一人につき最大100 万円を加算する市町村あり 

下記のいずれにも該当する法人等であること 
・ 官公庁でないこと            ・  資本金１０億円以上の法人でないこと  
・ みなし大企業でないこと         ・  雇用保険の適用事業主であること 
・ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に定める風俗営業者でないこと 

・ 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する法人でないこと 
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人材確保緊急支援事業

（北海道）

人 手 不 足 が 深 刻 な 道 内 事 業 所 が 、 道 内 や 道 外 に 在 住 す る 方 を 対 象 職 種 で 一 定 期 間

以 上 雇 用 し た 場 合 、 道 内 事 業 所 及 び 就 労 者 を 対 象 に 支 援 金 等 を 支 給 し ま す 。

制度の内容等

対象職種 （第４回改訂 厚生労働省編職業分類 による）

「09建築・土木技術者等」、「12医師、薬剤師等」、「13保健師、助産師等」、「14医療技術者」、「16社会福祉の専門

的職業」、「19教育の職業」、「34営業の職業」、「36介護サービスの職業」、「37保健医療サービス」、「38生活衛生

サービス」、「39飲食物調理の職業」、「40接客・給仕の職業」、「42 その他のサービス」、「45その他の保安職業」、

「52金属材料製造等」、「54製品製造・加工処理」、「60機械整備・修理の職業」、「66自動車運転の職業」、「69定置・

建設機械運転」、「70建設躯体工事の職業」、「71建設の職業」、「72電気工事の職業」、「73土木の職業」、「76清掃

の職業」

対 象 者
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